＜資料３＞　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（男女雇用機会均等法）
	雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

公布：1972（昭和47）年７月１日（法律第113号）

改正：1885（昭和60）年６月１日 （法律第45号）

最終改正：2006（平成18）年６月21日法律第82号

施行：2007（平成19）年４月１日

第１章　総則 

（目的） 

第１条　　この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法 の理念にのつとり雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措置を推進することを目的とする。 

（基本的理念） 

第２条　

①　この法律においては、労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働者にあつては母性を尊重されつつ、充実した職業生活を営むことができるようにすることをその基本的理念とする。 

②　事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基本的理念に従つて、労働者の職業生活の充実が図られるように努めなければならない。 

（啓発活動） 

第３条　　国及び地方公共団体は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について国民の関心と理解を深めるとともに、特に、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 

（男女雇用機会均等対策基本方針） 

第４条　　

①　厚生労働大臣は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する施策の基本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等対策基本方針」という。）を定めるものとする。

②　男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。 

１　男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活の動向に関する事項 

２　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について講じようとする施策の

	基本となるべき事項 

③　男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの労働条件、意識及び就業の実態等を考慮して定められなければならない。 

④　厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めるに当たつては、あらかじめ、労働政策審議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意見を求めるものとする。 

⑤　厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めたときは、遅滞なく、その概要を公表するものとする。 

⑥　前２項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方針の変更について準用する。 

　　第２章　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等 

　　　第１節　性別を理由とする差別の禁止等 

（性別を理由とする差別の禁止） 

第５条　　事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。 

第６条　　事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはならない。 

１　労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓練 

２　住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であつて厚生労働省令で定めるもの 

３　労働者の職種及び雇用形態の変更 

４　退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新 

（性別以外の事由を要件とする措置） 

第７条　　事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて労働者の性別以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労働省令で定めるものについては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の合理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。 

（女性労働者に係る措置に関する特例） 

第８条　　前３条の規定は、事業主が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨げるものではない。

	（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等） 

第９条　

①　事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定めをしてはならない。 

②　事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはならない。 

③　事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法 （昭和22年法律第49号）第65条第１項の規定による休業を請求し、又は同項 若しくは同条第２項 の規定による休業をしたことその他の妊娠又は出産に関する事由であつて厚生労働省令で定めるものを理由として、当該女性労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

④　妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、無効とする。ただし、事業主が当該解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でないことを証明したときは、この限りでない。 

（指針） 

第10条　

①　厚生労働大臣は、第５条から第７条まで及び前条第１項から第３項までの規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。 

②　第４条第４項及び第５項の規定は指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同条第４項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

第２節　事業主の講ずべき措置 

（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置） 

第11条

①　事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

②　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。 

③　第４条第４項及び第５項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同条第４項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置） 

第12条　　事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する女性労働者が母子保健法 （昭和40年法律第141号）の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を

	確保することができるようにしなければならない。 

第13条

①　事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守ることができるようにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならない。 

②　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。 

③　第４条第４項及び第５項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同条第４項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

第３節　事業主に対する国の援助 

第14条　　国は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇が確保されることを促進するため、事業主が雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつている事情を改善することを目的とする次に掲げる措置を講じ、又は講じようとする場合には、当該事業主に対し、相談その他の援助を行うことができる。 

１　その雇用する労働者の配置その他雇用に関する状況の分析 

２　前号の分析に基づき雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつている事情を改善するに当たつて必要となる措置に関する計画の作成 

３　前号の計画で定める措置の実施 

４　前３号の措置を実施するために必要な体制の整備 

５　前各号の措置の実施状況の開示 

第３章　紛争の解決 

第１節　紛争の解決の援助 

（苦情の自主的解決） 

第15条　　事業主は、第６条、第７条、第９条、第12条及び第13条第１項に定める事項（労働者の募集及び採用に係るものを除く。）に関し、労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表する者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とする当該事業場の労働者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図るように努めなければならない。 

（紛争の解決の促進に関する特例） 

第16条　　第５条から第７条まで、第９条、第11条第１項、第12条及び第13条第１項に定める事項

	についての労働者と事業主との間の紛争については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成13年法律第112号）第４条 、第５条及び第21条から第19条までの規定は適用せず、次条から第27条までに定めるところによる。 

（紛争の解決の援助） 

第17条

①　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告をすることができる。 

②　事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

　

第２節　調停 

（調停の委任） 

第18条

①　都道府県労働局長は、第１６条に規定する紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を除く。）について、当該紛争の当事者（以下「関係当事者」という。）の双方又は一方から調停の申請があつた場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第６条第１項の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停を行わせるものとする。 

②　前条第２項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。 

（調停） 

第19条

①　前条第一項の規定に基づく調停（以下この節において「調停」という。）は、３人の調停委員が行う。 

②　調停委員は、委員会の委員のうちから、会長があらかじめ指名する。 

第20条

①　委員会は、調停のため必要があると認めるときは、関係当事者の出頭を求め、その意見を聴くことができる。 

②　委員会は、第11条第１項に定める事項についての労働者と事業主との間の紛争に係る調停のために必要があると認め、かつ、関係当事者の双方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該事件に係る職場において性的な言動を行つたとされる者の出頭を求め、その意見を聴くことができる。 

第21条　　委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員会が置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係

	労働者を代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。 

第22条　　委員会は、調停案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧告することができる。 

第23条

①　委員会は、調停に係る紛争について調停による解決の見込みがないと認めるときは、調停を打ち切ることができる。 

②　委員会は、前項の規定により調停を打ち切つたときは、その旨を関係当事者に通知しなければならない。 

（時効の中断） 

第24条　　前条第１項の規定により調停が打ち切られた場合において、当該調停の申請をした者が同条第２項の通知を受けた日から30日以内に調停の目的となつた請求について訴えを提起したときは、時効の中断に関しては、調停の申請の時に、訴えの提起があつたものとみなす。 

（訴訟手続の中止） 

第25条

①　第18条第１項に規定する紛争のうち民事上の紛争であるものについて関係当事者間に訴訟が係属する場合において、次の各号のいずれかに掲げる事由があり、かつ、関係当事者の共同の申立てがあるときは、受訴裁判所は、四月以内の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の決定をすることができる。 

１　当該紛争について、関係当事者間において調停が実施されていること。 

２　前号に規定する場合のほか、関係当事者間に調停によつて当該紛争の解決を図る旨の合意があること。 

②　受訴裁判所は、いつでも前項の決定を取り消すことができる。 

③　第１項の申立てを却下する決定及び前項の規定により第１項の決定を取り消す決定に対しては、不服を申し立てることができない。 

（資料提供の要求等） 

第26条　　委員会は、当該委員会に係属している事件の解決のために必要があると認めるときは、関係行政庁に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

（厚生労働省令への委任） 

第27条　　この節に定めるもののほか、調停の手続に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 



	第４章　雑則 

（調査等） 

第28条

①　厚生労働大臣は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活に関し必要な調査研究を実施するものとする。 

②　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係行政機関の長に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

③　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道府県知事から必要な調査報告を求めることができる。 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第29条

①　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

②　前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（公表） 

第30条　　厚生労働大臣は、第５条から第７条まで、第９条第１項から第３項まで、第１１条第１項、第12条及び第13条第１項の規定に違反している事業主に対し、前条第１項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 

（船員に関する特例） 

第31条

①　船員職業安定法 （昭和23年法律第130号）第６条第１項 に規定する船員及び同項 に規定する船員になろうとする者に関しては、第４条第１項並びに同条第４項及び第５項（同条第６項、第10条第２項、第11条第３項及び第13条第３項において準用する場合を含む。）、第10条第１項、第11条第２項、第13条第２項並びに前３条中「厚生労働大臣」とあるのは「国土交通大臣」と、第４条第４項（同条第６項、第10条第２項、第11条第３項及び第13条第３項において準用する場合を含む。）中「労働政策審議会」とあるのは「船員中央労働委員会」と、第６条第２号、第７条、第９条第３項、第12条及び第29条第２項中「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と、第９条第３項中「労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項 の規定による休業を請求し、又は同項 若しくは同条第２項 の規定による休業をしたこと」とあるのは「船員法 （昭和22年法律第100号）第87条第１項又は第２項の規定によつて作業に従事しなかつたこと」と、第17条第１項、第18条第１項及び第29条第２項中「都道府県労働局長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）」と、第18条第１項中「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第６第１項の紛争調整委員会（以下「委員会」と

	いう。）に調停を行わせる」とあるのは「船員地方労働委員会に調停を委任する」とする。 

②　前項の規定により読み替えられた第18条第１項の規定により委任を受けて船員地方労働委員会が行う調停については、前章第２節の規定は、適用しない。 

③　前項の調停の事務は、公益委員のうちから当該船員地方労働委員会の会長が指名する３人の委員で構成する合議体で取り扱う。この場合において、当該合議体は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、使用者委員及び労働者委員のうちから当該船員地方労働委員会の会長が指名する委員から当該事件につき意見を聴くものとする。 

④　第20条及び第22条から第27条までの規定は、第２項の調停について準用する。この場合において、第20条、第22条、第23条及び第26条中「委員会」とあるのは「船員地方労働委員会」と、第27条中「この節」とあるのは「第31条第３項及び第４項」と、「調停」とあるのは「合議体及び調停」と、「厚生労働省令」とあるのは「船員中央労働委員会規則」と読み替えるものとする。 

（適用除外） 

第32条　　第２章第１節及び第３節、前章、第29条並びに第30条の規定は、国家公務員及び地方公務員に、第２章第２節の規定は、一般職の国家公務員（特定独立行政法人等の労働関係に関する法律（昭和23年法律第257号）第２条第４号 の職員を除く。）、裁判所職員臨時措置法 （昭和26年法律第299号）の適用を受ける裁判所職員、国会職員法 （昭和22年法律第85号）の適用を受ける国会職員及び自衛隊法（昭和29年法律第165号）第２条第５項 に規定する隊員に関しては適用しない。 

第５章　罰則 

第33条　　第29条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20万円以下の過料に処する。 

　　附　則　抄 

（施行期日）

１　この法律は、公布の日から施行する。 

附　則　（昭和58年12月２日法律第78号） 

１　この法律（第１条を除く。）は、昭和59年７月１日から施行する。 

２　この法律の施行の日の前日において法律の規定により置かれている機関等で、この法律の施行の日以後は国家行政組織法又はこの法律による改正後の関係法律の規定に基づく政令（以下「関

	係政令」という。）の規定により置かれることとなるものに関し必要となる経過措置その他この法律の施行に伴う関係政令の制定又は改廃に関し必要となる経過措置は、政令で定めることができる。 

（以下略）


＜資料４＞　男女共同参画社会基本法

	男女共同参画社会基本法（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）

改正　 平成十一年　七月　十六日　法律第　百二号

同　十一年十二月二十二日　同　第百六十号

　　前　文

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。

　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。

　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。

　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

第一章　総則 

（目的）

第一条　　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義）

第二条　　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一　男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会

	を形成することをいう。

二　積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重）

第三条　　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第四条　　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第五条　　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第六条　　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調）

第七条　　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務）

第八条　　国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務）

第九条　　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び

	実施する責務を有する。 

（国民の責務）

第十条　　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等）

第十一条　　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等）

第十二条　　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。

２　　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第二章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条　　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２　　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３　　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４　　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなければならない。 

５　　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等）

第十四条　　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２　　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

	一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３　　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４　　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮）

第十五条　　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置）

第十六条　　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等）

第十七条　　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究）

第十八条　　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置）

第十九条　　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第二十条　　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供

	その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

第三章　男女共同参画会議 

（設置）

第二十一条　　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務）

第二十二条　　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一　男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（組織）

第二十三条　　会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

（議長）

第二十四条　　議長は、内閣官房長官をもって充てる。

２　　議長は、会務を総理する。 

（議員）

第二十五条　　議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２　　前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３　　第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満であってはならない。 

４　　第一項第二号の議員は、非常勤とする。 



	（議員の任期）

第二十六条　　前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。

２　　前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等）

第二十七条　　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。

２　　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任）

第二十八条　　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

附　則（平成十一年六月二三日法律第七八号）　抄 

（施行期日）

第一条　　この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止）

第二条　　男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

附　則　（平成十一年七月十六日法律第百二号）　抄 

（施行期日）

第一条　　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

　　　　（施行の日＝平成十三年一月六日） 

一　略 

二　附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定　公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置）

第二十八条　　この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員

	その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで　略 

十一　男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置）

第三十条　　第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定める。 

附　則　（平成十一年十二月二十二日法律第百六十号）　抄 

（施行期日）

第一条　　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

（以下略）


＜資料５＞　第３次男女共同参画基本計画（概要）
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＜資料６＞　セクシュアル･ハラスメント苦情処理要領

	事例
セクシュアル・ハラスメント　苦情処理要領

（目　的）

第１条　この要領は､セクシュアル･ハラスメントに関する苦情を迅速公正かつ円満に処理し､もって男女が対等平等な関係で快適に働くことができる職場環境を実現することを目的とする｡
（定　義）

第２条　この要領においてセクシュアル･ハラスメントとは､職場において行われる性的な言動に対するその職員の対応により当該職員がその勤務条件につき不利益を受け､または職員において行われる性的な言動により当該職員の職場環境が害されることをいう｡
（適用範囲）

第３条　この要領は､職員同士の問題および職員と市(区町村)民等との関係についての問題に適用する｡
（セクシュアル･ハラスメント苦情処理委員会の設置）

第４条　セクシュアル･ハラスメントに関する苦情を審議し公正な処理に当たるため､セクシュアル･ハラスメント苦情処理委員会(以下｢委員会｣という｡)を設置する｡
２　委員会は､別表１に掲げる８名の委員をもって構成する｡
３　前項の委員の数は､男女半数となるよう努めるものとする｡
（苦情処理担当窓口の設置）

第５条　セクシュアル･ハラスメントに関する苦情を受け付ける苦情処理担当窓口(以下､｢窓口｣という｡)を別表２のとおり設置する｡
２　セクシュアル･ハラスメントを受けていると思う職員は､委員会に申し出る前に､いずれかの窓口に申し出なければならない｡ただし､被害を受けている職員以外の者も､当事者に代わって申し出ることができる｡
３　窓口は､前項の規定による申出を受けたときは､申出人及び関係者から事情を聴取し苦情処理に当たる｡
４　窓口は､相互に連携し､協力して苦情処理に当たる者とする｡
５　窓口は､第２項の規定による申出を受けたときは､事実の概要について委員会に報告しなければならない｡ただし､第６条に基づいて委員会が開催されたときは､この限りでない｡
（委員会への申出等）

第６条　窓口が委員会で処理することが適当だと判断した場合又は申出人が委員会での処理を申し出た場合は､窓口は､委員会の開催を要求しなければならない｡
（苦情の処理）

第７条　委員会は､前条の規定による開催の要求があったときは､関係者による事情聴取を行うなど適切な調査活動によって迅速に案件を処理しなければならない｡
２　委員会で解決が困難な場合は､苦情を申し出た職員が弁護士や他の相談機関に相談することを妨げない｡

	(プライバシーの保護)
第８条　苦情処理に当たっては､当事者のプライバシーの保護に努め､特に申出人が申出をしたことによって不利益を被らないよう留意しなければならない。

（庶　務）

第９条　委員会の庶務は､人事課が担当する｡

附則(施行期日)
１　この要領は平成○年○月○日から施行する｡

別表１
苦情処理委員
人事課長
職員団体が推薦する女性職員
副参事
(人事･組織制度担当)
職員団体が推薦する女性職員
人事課人事係長
職員団体が推薦する職員
人事課健康管理係長
職員団体が推薦する職員
別表２
苦情処理担当窓口
人事課人事係長
人事課健康管理係長
職員団体が推薦する女性職員
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